
第１号様式　（１枚目）

年 月 日 第 号

令和６・７年度において藤枝市で行われる測量・建設コンサルタント等業務に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

年 月 日

※法人に付番された１３桁の番号を記入してください。

シ ス ゛ オ カ ケ ン フ シ ゛ エ タ ゛ シ オ カ テ ゛ ヤ マ

フ シ ゛ エ タ ゛ タ ロ ウ

※　法務局又は市区町村登録印（使用印は押さないでください。）

キ タ ム ラ シ ョ ウ ヘ イ タ ケ サ ゛ キ ハ ル ト

0 5 4 － 6 4 3 － 3 1 1 1 0 5 4 － 6 4 3 － 3 2 4 9 2 7 0 4

0 5 4 － 6 4 3 － 3 6 0 4 0 5 4 － 6 4 3 － 3 1 8 5

f u j i e d a @ n e . j p

※入札・契約事項について、連絡を希望するアドレスを記載し、本社か委任先かがわかるよう〇をつけてください。

第 号 第 号 第 号

第 号 第 号 第 号

第 号 第 号 第 号

第 号 第 号 第 号
※委任先がある場合、委任先の登録番号を空欄に記載すること。

１１ ｅ－ｍａｉｌ

１２ 登録をうけている事業

本社（店）電話番号

フリガナ

０８ 本社（店）ＦＡＸ番号

本社　・　委任先

１０ 担当者ＦＡＸ番号

藤　枝　市　長　　　宛

藤枝市病院事業管理者宛　

フリガナ

フリガナ

2 2

フリガナ

6

6 － 8 7

内線

代表者氏名 北村　正平

０７ 担当者電話番号０９

０６ 担当者氏名

０４ 商号又は名称 株式会社　藤枝太郎

竹崎　元登

０５ 代表者役職 代表取締役 ※　担当者は、この申請に対する問い合わせ先を記入して下さい。

印

建 築 士 事 務 所

適格組合証明 令和

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書　（測量・建設コンサルタント等）

令和 1 20

０２ 本社（店）郵便番号 4

3

2

9 94 5 6 7 8 9

０３ 本社（店）住所 静岡県藤枝市岡出山１丁目１１番１号

登 録 番 号 登 録 年 月 日 登 録 事 業 名 登 録 番 号登 録 事 業 名 登 録 番 号 登 録 年 月 日 登 録 事 業 名 登 録 年 月 日

０１ 1 1 1 2

（フ）２１９５

　　年　　月　　日

地質調査業者 　　年　　月　　日 補償コンサルタント

土地家屋調査士 　　年　　月　　日 司 法 書 士

測 量 業 者 　　年　　月　　日

　　年　　月　　日　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日 計量証明事業者 　　年　　月　　日

　　年　　月　　日 不動産鑑定業者

平成19年2月1日 建設コンサルタント 　　年　　月　　日

「営業所一覧表（第２号様式）」と一致させてください。

添付する「登記簿」（個人業者の場合は「身分証明書」）に

記載された本社住所・商号・代表者名を記載してください。

「営業所一覧表（第２号様式）」と一致させてください。

本社又は委任先のいずれかに〇をつけてください。

法人番号を記載してください。

※個人業者の場合は空欄

提出日を記載してください。

印
押印漏れ注意！

押印は法務局又は

市区町村登録印を

押印してください。

記載例



第１号様式　（２枚目）

（　）

備　　考

（　） （　）

（　） （　） （　） （　）

0

1

（　）（　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　）

-               

（　） （　） （　） （　） （　） （　）

1（ 0 ） 1（ 1 ） （　） （　） （　） （　） 8（ 2 ） （　） 2（ 1 ）

51 0 0

0

0

5

0 00

0 0

0

0

技　　　　　　　　　　　術　　　　　　　　　　　　士

総合技術監理部門

5,000      

100,000  100,000  

-               105,000  

測　量　等　実　績　高

線路主任技術者 ＡＰＥＣエンジニア ＲＣＣＭ

5,000      

４年 1月 から

そ　の　他

②　直前２年度分決算

（千円） （千円）

土木関係建設コンサルタント業務

測　　量

地 質 調 査 業 務

４年 12月 まで 　年　　月まで

一級建築士 二級建築士

補償関係コンサルタント業務

建築設備
資格者

建築関係建設コンサルタント業務

建築積算
資格者

一級土木
施工管理技士

二級土木
施工管理技士

不動産
鑑定士補

土地家屋
調査士

地質調査技士 補償業務管理士 公共用地経験者

電気・電子部門 機械部門

測量士 測量士補 環境計量士 不動産鑑定士 司法書士

林業部門 水産部門

直前２か年の年間平均実績高①　競 争 参 加 資 格
　　 希 望 業 種 区 分

第一種電気
主任技術者

第一種電送交
換主任技術者

有 資 格 者 数　（人）

（千円）

③　直前１年度分決算

　年　　月から ５年 １月 から 　年　　月から

（千円） （千円）

５年 12月 まで 　年　　月まで

105,000  合　　計

建設部門 農業部門 水道部門 衛生工学部門 情報工学部門 地質調査

希望する業務について、直前２年分

の決算の数字を記入してください。

（ ）外は組織全体の有資格者数を記載してください。把握が困難
な場合は主たる営業所（本社・本店等）の有資格者数でも構いま
せん。

（ ）内は契約先における有資格者数を記載してください。

※契約先：委任状がある場合は委任先営業所、
委任状がない場合は主たる営業所（本社・本店等）

記載例



第１号様式（３枚目）

① 5 0 0 0 0 0 0 0

②

③ ▲ 1 0 0 0 0 0 0 0 ▲ 1 0 0 0 0 0 0 0

④ 5 0 0 0 0 0 0 0 ▲ 1 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0

年 月

年 月

③　そ の 他 の 職 員

50 8 0

（千円）　

4

④　　計 ⑤　④のうち役職員等

58

通 算 営 業 年 数休業期間又は転（廃）業の期間 現 組 織 へ の 変 更

63 年月 日年

常 勤 職 員 の 数

（人）　

自
 

己
 

資
 

本
 

額

払　込　資　本　金

（　う　ち　外　国　資　本　）

計　　　

準　備　金　・　積　立　金

次 期 繰 越 利 益 （ 欠 損 ） 金

区　　　分

営　業　年　数　等

創　　業

①　技 術 職 員 ②　事 務 職 員

剰 余 （ 欠 損 ） 金 処 分

（千円）　

0

（千円）　

0

合　　　計直 前 決 算 時

5 0 00 0 0

昭和 35 年 6 月 13 日
日から

日まで

（ ）

通算営業年数が「２年未満」に

なりますと、申請ができません

ので注意してください。

記載例



第１号様式　(４枚目）

登録部門及び希望業務の確認

　
河
川

、
砂
防
及
び
海
岸
･
海
洋

　
港
湾
及
び
空
港

　
電
力
土
木

　
道
路

　
鉄
道

　
上
水
道
及
び
工
業
用
水
道

　
下
水
道

　
農
業
土
木

　
森
林
土
木

　
水
産
土
木

　
廃
棄
物

　
造
園

　
都
市
計
画
及
び
地
方
計
画

　
地
質

　
土
質
及
び
基
礎

　
鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー

ト

　
ト
ン
ネ
ル

　
施
工
計
画

、
施
工
設
備
及
び
積
算

　
建
設
環
境

　
建
設
機
械

　
電
気
・
電
子

　
土
地
調
査

　
土
地
評
価

　
物
件

　
機
械
工
作
物

　
営
業
補
償
・
特
殊
補
償

　
事
業
損
失

　
補
償
関
連

　
総
合
補
償

（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

）

登
 

録

希
 

望
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

記載要領

１　希望する業務「希望」欄及び国土交通省の建設コンサルタント登録規程等による登録をしている業務の「登録」欄に「○」を付すこと。

２　「測量業務」における「測量一般」、「地図の調整」及び「航空測量」を希望するためには、測量法第５５条の登録が必要である。

３　「建築関係建設コンサルタント業務」における「建築一般」を希望するためには、建築士法第２３条の登録が必要である。

４　「補償関係コンサルタント業務」における「不動産鑑定」を希望するためには、不動産の鑑定評価に関する法律第２２条による登録が必要である。

５　「その他」の欄のかっこには、業務名又は簡潔に業務内容を記入すること。

　
調
査

　
耐
震
診
断

　
地
区
計
画
及
び
地
域
計
画

　
登
記
手
続
等

　
交
通
量
調
査

　
環
境
調
査

　
経
済
調
査

　
分
析
・
解
析

　
宅
地
造
成

　
電
算
関
係

　
計
算
業
務

　
資
料
等
整
理

　
施
工
管
理

補償コンサルタント
　
不
動
産
鑑
定

　
機
械
積
算

　
電
気
積
算

　
工
事
監
理

（
建
築

）

　
工
事
監
理

（
電
気

）

　
工
事
監
理

（
機
械

）

補償関係コンサルタント業務

9

　
漏
水
調
査

　
環
境
計
量
事
業
者

　
そ
の
他登

　
録
　
部
　
門
　
及
　
び
　
希
　
望
　
業
　
務

測量業務 建 築 関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務　　 土 木 関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務
　
地
 

質
 

調
 

査

　
測
量
一
般

　
地
図
の
調
整

　
航
空
測
量

　
建
築
一
般

　
意
匠

　
構
造

　
暖
冷
房

建 設 コ ン サ ル タ ン ト
　
衛
生

　
電
気

　
建
築
積
算

法人番号 9 9

※法人に付番された１３桁の番号を記入してください。

業　態　調　書　（　測　量　・　建　設　コ　ン　サ　ル　タ　ン　ト　等　）

32111 87654

下の記載要領を確認してください。

希望する業務で、登録規定等の登録

をした業務があれば「登録」欄に〇を

つけてください。

記載例



第２号様式

電 話 番 号 （ 上 段 ）

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 （ 下 段 ）

054－643－3111

054－643－3604

054－667－3411

054－667－3482

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

－　　　　－　

記載要領

１　この表は、作成日現在で作成すること。

２　「営業所名称」欄は、本店、支店等すべての営業所の名称を記載すること。

３　「所在地」欄は、県名から記載すること。

４　藤枝市との入札・契約の事務を直接担当する営業所の番号を○で囲む等により明示すること。

－　

－　

－　

－　

－　

－　

－　

－　

－　

－　

２ 岡部支店 421－1121 静岡県藤枝市岡部町岡部６－１

１ 株式会社　藤枝太郎 426－8722 静岡県藤枝市岡出山１丁目１１番１号

営　　　業　　　所　　　一　　　覧　　　表

番号 営 業 所 名 称 郵 便 番 号 所 在 地 備　　考

下の記載要領を確認してください。 入札・契約に関する連絡を受ける担当
部署の電話番号を記載してください。

記載例



第３号様式

（測量等の種類）

元請又は 履行場所のある 請 負 代 金 額

下請の別 都 道 府 県 名 （千円）

3 年 8 月
4 年 2 月
3 年 6 月
4 年 2 月
2 年 9 月
3 年 2 月
2 年 6 月
2 年 12 月
1 年 12 月
3 年 12 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

記載要領

１　この表は、申請しようとする業種の種類ごとに作成すること。

２　この表は、直前２年間の主な完成業務及び直前２年間に着手した主な未完成業務について記載すること。

３　下請については、「注文者」の欄に、直接注文をした元請業者の商号又は名称を記載し、「件名」の欄には下請件名を記載すること。

４　「測量等の対象の規模等」の欄には、測量の面積・精密度等、設計の階数・構造・延べ面積等を記載すること。

鉄骨造平屋建　延べ□□□㎡

小学校　３校

木造平屋建　４棟

鉄骨造２階建　延べ□□□㎡

木造平屋建　６棟

○○○○設計業務委託

件 名 測 量 等 の 対 象 の 規 模 等

藤枝市

（株）契約

（株）検査

元請

元請

元請

元請

測　　　量　　　等　　　実　　　績　　　調　　　書

注 文 者

藤枝市

藤枝市

静岡県

建築関係建設コンサルタント業務

静岡県 3,000         

静岡県 5,800         

1,780         

元請 ○○○○設計業務委託

○○○○設計業務委託

○○○○監理業務委託

着 手 年 月

完 成 （ 予 定 ） 年 月

2,660         

2,500         

静岡県

静岡県

○○○○監理業務委託

希望する業務の業種を記載してください。

下の記載要領を確認してください。

記載例



第４号様式

（種類）

学 校 の 種 類 専 攻 学 科 名 称 取 得 年 月 日

大学 建築学科 一級建築士 平成○年○月○日 （株）藤枝太郎　　課長 ○年○ヶ月

〃 〃 〃 〃 △△△建築設計事務所　　チーフ ○年○ヶ月

記載要領

１　この表は、土木、建築若しくは設備又は職種の各別に作成すること。また、「氏名」の記載は営業所（本店又は支店若しくは常時契約をする事務所）ごとに

　　まとめて行い、その直前に（　）書きで当該営業所名を記載すること。

２　「学校の種類」の欄には、大学、高等専門学校等の別を記載すること。

３　「法令による免許等」の欄は、業務に関し法律又は法律に基づく命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。

４　「実務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した職種及び地位を記載すること。
５　　１号様式（２枚目）に記載した記載した契約先の有資格者数と当該様式に記載する人数が合うように記載すること。

竹崎　元登

〃

技　　　術　　　者　　　経　　　歴　　　書

最 終 学 歴 法 令 に よ る 免 許 等
実 務 経 歴 実 務 経 歴 年 月 数氏 名

建築関係建設コンサルタント業務

下の記載要領を確認してください。

希望する業務の業種を記載してください。

記載例



第５号様式 　　【建設業関連業務委託用】

　 令和　６年　１月　２０日

　　 藤　枝　市　長　　　　様

　　 藤枝市病院事業管理者　様

所在地 静岡県藤枝市岡出山１丁目１１番１号

商号又は名称 株式会社　藤枝太郎

代表者役職氏名 代表取締役　北村　正平

１　 当社又は当団体の役員等は、次に揚げる者のいずれにも該当しません。

　(１) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「暴力

　 　団対策法」という。）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

　(２) 暴力団員等（暴力団員（暴力団対策法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又

　　 いは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者。

　(５) （１）から（４）に該当するもののほか、役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有し

　　 ていると認められる者。

　(６) 役員等が、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約の締結に当たり、その相手方が(１)

　　 は暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者をいう。以下同じ。）に該当する者。

　(３) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

　　 もって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者。

　(４) 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的ある

４　 本契約に関し、当社若しくは当団体又は下請負者が暴力団員等による不当要求を受けた場合には、

　 断固としてこれを拒否し、速やかにこれを警察本部又は所管警察署に報告し、必要な協力を行います。

５　 上記１～４に反する場合の本契約の解除等、藤枝市が行う一切の処置について異議の申し立て、ま

　当社又は当団体は、下記の事項について誓約します。

誓　　約　　書

記

　また、藤枝市が暴力団排除に必要な場合には、別紙、役員等名簿の提出を求め、静岡県警察本部（藤枝

警察署）に照会することを承諾し、照会で確認された情報は、今後、当社又は当団体が藤枝市と行うほか

の契約等における身分確認に利用することに同意します。

 　た、本契約解除によって生じた損害の賠償請求も行いません。

　　 から（５）のいずれかに該当することを知りながら、当該契約を締結したと認められる者。

２　 １の各号に揚げる者が、当社又は当団体の経営に実質的に関与していません。

３　 本契約に関し、当社又は当団体が下請負者（下請が数次にわたるときはそのすべてを含む。以下同

　 じ。）を使用する場合は、当該下請負者が上記１に該当しないことを書面で確認します。

支店・営業所等に委任する場合も本社の代表者
名で記名押印してください。

提出日を記載してください。

印

記載例



 

委  任  状 

令和６年１月２０日 

 

 （宛先）藤枝市長   

     藤枝市病院事業管理者 

 

                  〒４２６－８７２２ 

住        所  静岡県藤枝市岡出山１丁目１１番１号 

委任者  商号又は名称  株式会社 藤枝太郎 

代表者職氏名  代表取締役 北村 正平 

 

 私は、下記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。 

 

記 

 

                  〒４２１－１１２１ 

１ 受任者  住    所  静岡県藤枝市岡部町岡部６－１ 

       商号又は名称  株式会社 藤枝太郎 岡部支店 

       代表者職氏名  支店長 杉下 淳 

 

２ 委任事項 

 （１）入札書及び見積書の提出に関する件 

 （２）契約締結に関する件 

 （３）契約履行に関する件 

 （４）契約代金の請求に関する件 

 （５）復代理人の選任に関する件 

 （６）共同企業体の結成に関する件 

 （７）前各号に附帯する一切の件 

 

３ 委任期間      自 令和 ６年 ４月 １日 

           至 令和 ８年 ３月３１日 

 

 

使用印として 

社印（角印）を 

併用する場合に 

のみ押印して 

ください。 

法務局又は市区町村登録印 

受任者使用印 

印 

印 

「営業所一覧表」で○印をつ

けた営業所の情報を記載し

てください。 

提出日を記載してください。 

有効期限である令和６年度から

令和７年度末を記載してくださ

い。 

記載例 



 

  使 用 印 鑑 届 

 

   使用印 

      （角印押印欄）        （使用印押印欄） 

 

 

 

入札、見積、契約の締結及び代金の請求のために使用する印鑑を上記のとおり 

届け出ます。 

 

 

令和６年１月２０日 

 

（宛先）藤枝市長 

    藤枝市病院事業管理者 

法務局又は市区町村登録印 

 

            〒４２６－８７２２ 

     住    所 静岡県藤枝市岡出山１丁目１１番１号 

     商号又は名称 株式会社 藤枝太郎 

代表者職氏名 代表取締役 北村 正平 

 

使用印として社印 

（角印）を併用する 

場合にのみ押印して 

ください。 

印 社印 

※ 委任がある場合は、委任状の受任者使用印鑑を契約に使用するため、使用印鑑届の提出

は不要です。 

印 

印鑑証明書に登録された印鑑を押

印してください。 

提出日を記載してください。 

使用印は必ず押印してください。社印（角印）は併用する場合の

み押印してください。 

記載例 



 

 

様式1 

システム利用届（新規・再取得） 

 

令和６年１月２０日 

藤枝市長 様 

（届出者） 〒４２１－１１２１ 

住 所  静岡県藤枝市岡部町岡部６－１ 

商号又は名称 株式会社 藤枝太郎 岡部支店 

代表者（受任者）氏名 支店長 杉下 淳      印 

 

藤枝市の電子入札に参加する際に使用するＩＣカードの情報を下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

ＩＣ カードを発行した認証局の名称 ○○○○株式会社 

ＩＣ カードのカード番号 

（カードに記載されている番号） 
○○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○ 

ＩＣ カードの有効期限 令和○年○月○日 

ＩＣ カードに記載された所有者所属組織名称 株式会社 藤枝太郎 

ＩＣ カードに記載された所有者所属組織所在地 静岡県藤枝市岡出山１丁目１１番１号 

ＩＣ カードに記載された所有者氏名 杉下 淳 

 

※ ＩＣ カードの所有者氏名が、届出者氏名（藤枝市の入札参加資格における代表者（権限等を年間委

任している場合はその受任者））と異なる場合は、システムの利用ができませんので注意してくださ

い。 

※ 上記内容に変更があった場合は、ＩＣカードを改めて取得する必要があります。ＩＣカードを取得し

た際には、その都度この様式を提出してください。 

 

「利用者登録番号発行通知書」受取人 署名欄 

 

※この欄は事前に記入しないでください。    

印 

委任先の設定がある場合は、 

委任先の情報を記載してく

ださい。 

提出日を記載してください。 

表内の全ての欄を記載して

ください。 

上記の届出者氏名と一致さ

せてください。 

記載例 新規・再取得のどちらかに〇をつ

けてください。更新した場合は再

取得に〇をつけてください。 


